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座長試案（平成 27 年９月 15 日版）からの修正点 

 
平成 28 年２月２日 

座長試案 

（平成 27 年９月 15 日版） 

骨子（座長試案） 

（平成 28 年２月２日版未定稿） 
備考 

 義務教育の段階に相当する普通教育

の多様な機会の確保に関する法律案 
 
目次 
 第一章 総則（第一条―第五条） 
 第二章 基本指針（第六条） 
 第三章 多様な教育機会の確保に関

する基本的施策（第七条―第十一

条） 
 第四章 個別学習計画（第十二条―

第十八条） 
 第五章 夜間その他特別な時間にお

いて授業を行う学校における就学

の機会の提供等（第十九条・第二

十条） 
 第六章 雑則（第二十一条） 
 附則 
 
   第一章 総則 
 （目的） 
第一条 この法律は、教育基本法（平

成十八年法律第百二十号）及び児童

の権利に関する条約等の教育に関す

る条約の趣旨にのっとり、義務教育

の段階に相当する普通教育を十分に

受けていない者に対する当該普通教

育の多様な機会の確保（以下「多様

な教育機会の確保」という。）に関す

る施策に関し、基本理念を定め、並

びに国及び地方公共団体の責務を明

らかにするとともに、基本指針の策

定、学校教育法（昭和二十二年法律

第二十六号）の特例その他の必要な

事項を定めることにより、多様な教

 義務教育の段階における普通教育に

相当する教育の機会の確保等に関する

法律案（仮称）骨子案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第一 総則 
一 目的 
 この法律は、教育基本法及び児童の

権利に関する条約等の趣旨にのっと

り、不登校児童生徒に対する教育の機

会の確保、夜間その他特別な時間にお

いて授業を行う学校における就学の機

会の提供その他の義務教育の段階にお

ける普通教育に相当する教育の機会の

確保等（以下「教育機会の確保等」と

いう。）に関する施策に関し、基本理念

等の必要な事項を定めることにより、

教育機会の確保等に関する施策を総合

的に推進することを目的とすること。 
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育機会の確保に関する施策を総合的

に推進することを目的とする。 
 
 （基本理念） 
第二条 多様な教育機会の確保に関す

る施策は、次に掲げる事項を基本理

念として行われなければならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
一 義務教育の段階に相当する普通

教育を十分に受けていない者の意

思を十分に尊重しつつ、その年齢

又は国籍その他の置かれている事

情にかかわりなく、その能力に応

じた教育を受ける機会が適正に確

保されるようにすること。 
二 義務教育の段階に相当する普通

教育を受ける者が、その教育を通

じて、社会において自立的に生き

る基礎的な能力が培われ、豊かな

人生を送ることができるよう、そ

の教育水準の維持向上が図られる

ようにすること。 
三 国、地方公共団体、多様な教育

機会の確保に資する活動を行う民

間の団体その他の関係者の相互の

密接な連携の下に行われるように

すること。 
 
 （国の責務） 
第三条 国は、前条の基本理念にのっ

とり、多様な教育機会の確保に関す

る施策を総合的に策定し、及び実施

 
 
 
二 基本理念 
 教育機会の確保等に関する施策は、

１から３までを基本理念として行われ

なければならないものとすること。 
１ 全ての学齢児童又は学齢生徒が安

心して学校における普通教育を十分

に受けられる環境が維持されるよう

行われるとともに、不登校児童生徒

が学校において普通教育を十分に受

けられる環境の整備と併せて、その

者の個別の状況に応じた必要な支援

が行われるようにすること。 
２ 義務教育の段階における普通教育

に相当する教育を十分に受けていな

い者の意思を十分に尊重しつつ、そ

の年齢又は国籍その他の置かれてい

る事情にかかわりなく、その能力に

応じた教育を受ける機会が適正に確

保されるようにするとともに、その

者が、その教育を通じて、社会にお

いて自立的に生きる基礎を培い、豊

かな人生を送ることができるよう、

その教育水準の維持向上が図られる

ようにすること。 
 
 
３ 国、地方公共団体、教育機会の確

保等に資する活動を行う民間の団体

その他の関係者の相互の密接な連携

の下に行われるようにすること。 
 
 
三 その他 
 国の責務、地方公共団体の責務、財

政上の措置等に関する規定を設けるこ

と。 

 
 
 
 
 
 
 
【追加】 
学習環境の整

備に関する理

念 
 
 
 
 
【修正】 
第一号及び第

二号→第一･

二･２ 
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する責務を有する。 
 
 （地方公共団体の責務） 
第四条 地方公共団体は、第二条の基

本理念にのっとり、多様な教育機会

の確保に関する施策について、国と

協力しつつ、当該地域の状況に応じ

た施策を策定し、及び実施する責務

を有する。 
 
 （財政上の措置等） 
第五条 国及び地方公共団体は、多様

な教育機会の確保に関する施策を実

施するため必要な財政上の措置その

他の措置を講ずるよう努めるものと

する。 
 
   第二章 基本指針 
第六条 文部科学大臣は、多様な教育

機会の確保に関する施策を総合的に

推進するための基本的な指針（以下

この条及び第十二条第三項第三号に

おいて「基本指針」という。）を定め

るものとする。 
２ 基本指針においては、次に掲げる

事項を定めるものとする。 
一 多様な教育機会の確保に関する

基本的事項 
二 第十二条第一項に規定する個別

学習計画の認定並びに第十四条第

一項及び第二項に規定する学習活

動に対する支援に関する事項 
三 夜間その他特別な時間において

授業を行う学校（学校教育法第一

条に規定する小学校、中学校、義

務教育学校、中等教育学校の前期

課程又は特別支援学校の小学部若

しくは中学部をいう。以下同じ。）

における就学の機会の提供その他

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第二 基本指針 
１ 文部科学大臣は、教育機会の確保

等に関する施策を総合的に推進する

ための基本的な指針（２及び３にお

いて「基本指針」という。）を定める

ものとすること。 
 
２ 基本指針においては、次に掲げる

事項を定めるものとすること。 
ⅰ 教育機会の確保等に関する基本

的な事項 
ⅱ 第三の不登校児童生徒に対する

教育機会の確保等に関する事項 
 
 
ⅲ 第四の夜間その他特別な時間に

おいて授業を行う学校における就

学の機会の提供等に関する事項 
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の必要な措置に関する事項 
四 その他多様な教育機会の確保に

関する施策の総合的な推進のため

に必要な事項 
３ 文部科学大臣は、基本指針の案を

作成し、又は基本指針を変更しよう

とするときは、あらかじめ、地方公

共団体及び多様な教育機会の確保に

資する活動を行う民間の団体その他

の関係者の意見を反映させるために

必要な措置を講ずるものとする。 
４ 文部科学大臣は、基本指針を定め、

又はこれを変更したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。 
 
   第三章 多様な教育機会の確保

に関する基本的施策  
 （調査研究等） 
第七条 国は、義務教育の段階に相当

する普通教育を十分に受けていない

者の実態の把握に努めるとともに、

相当の期間学校を欠席していると認

められる学齢児童又は学齢生徒（そ

れぞれ学校教育法第十八条に規定す

る学齢児童又は学齢生徒をいう。以

下同じ。）であって文部科学省令で定

める特別の事情を有するため就学困

難なものの学習活動に対する支援の

方法及び学齢期を経過した者（その

者の満六歳に達した日の翌日以後に

おける最初の学年の初めから満十五

歳に達した日の属する学年の終わり

までの期間を経過した者をいう。第

十条第一項、第十九条及び第二十条

第二項第三号において同じ。）であっ

て就学の機会の提供を希望するもの

に対する教育の内容に関する調査研

究並びに情報の収集、整理、分析及

び提供を行うものとする。 

 
ⅳ その他教育機会の確保等に関す

る施策を総合的に推進するために

必要な事項 
３ 基本指針の案に関係者の意見を反

映させるための措置及び基本指針の

公表に関する規定を設けること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
第五 教育機会の確保等に関するその

他の施策 
一 調査研究等 
 国は、義務教育の段階における普通

教育に相当する教育を十分に受けてい

ない者の実態の把握に努めるととも

に、その者の学習活動に対する支援の

方法等に関する調査研究及びこれに関

する情報の収集等を行うものとするこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【移動】 
第三章→第五 
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 （国民の理解の増進） 
第八条 国及び地方公共団体は、広報

活動等を通じて、多様な教育機会の

確保に関する国民の理解を深めるよ

う必要な施策を講ずるよう努めるも

のとする。 
 
 （人材の確保等） 
第九条 国及び地方公共団体は、多様

な教育機会の確保を専門的知識に基

づき適切に行うことができるよう、

多様な教育機会の確保に係る職務に

携わる者の人材の確保及び資質の向

上を図るため、研修等必要な施策を

講ずるよう努めるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 （学習に係る環境の整備による学習

の支援） 
第十条 国及び地方公共団体は、相当

の期間学校を欠席している学齢生徒

であって文部科学省令で定める特別

の事情を有するため就学困難なもの

（第十二条第一項の認定に係る個別

学習計画に従った学習活動を行う者

を除く。）及び学齢期を経過した者で

あって義務教育の段階に相当する普

通教育を十分に受けていないもの

（第十九条に規定する夜間その他特

別な時間において授業を行う学校に

おける就学の機会の提供を受けてい

る者を除く。）が中学校を卒業した者

と同等以上の学力の修得ができるよ

う、教材の提供（通信の方法による

 
二 国民の理解の増進 
 国及び地方公共団体は、広報活動等

を通じて、教育機会の確保等に関する

国民の理解を深めるよう必要な措置を

講ずるよう努めるものとすること。 
 
 
三 人材の確保等 
 国及び地方公共団体は、教育機会の

確保等が専門的知識に基づき適切に行

われるよう、教職員その他の教育機会

の確保等に携わる者（以下三において

「教職員等」という。）の養成及び研修

の充実を通じた教職員等の資質の向

上、教育機会の確保等に係る体制等の

充実のための教職員の配置、心理、福

祉等に関する専門的知識を有する者で

あって教育相談に応じるものの確保そ

の他の必要な措置を講ずるよう努める

ものとすること。 
 
四 教材の提供その他の学習の支援 
 第三及び第四のほか、国及び地方公

共団体は、中学校を卒業した者と同等

以上の学力を修得することを希望する

者に対して、教材の提供（通信の方法

によるものを含む。）その他の学習の支

援のために必要な措置を講ずるよう努

めるものとすること。 
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ものを含む。）その他のこれらの者の

個別の状況に応じた学習の支援のた

めに必要な措置を講ずるよう努める

ものとする。 
２ 前項に定めるもののほか、国及び

地方公共団体は、多様な教育機会の

確保を図るため、適切な教材等の提

供、学校その他の教育施設の提供そ

の他の学習に係る環境の整備による

学習の支援を促進するよう努めるも

のとする。 
 
 （相談体制の整備） 
第十一条 国及び地方公共団体は、義

務教育の段階に相当する普通教育を

十分に受けていない者及びその家族

からの教育及び福祉に関する相談を

はじめとする各種の相談に総合的に

応ずることができるようにするた

め、関係省庁相互間その他関係機関、

学校及び民間の団体の間の連携の強

化その他必要な体制の整備に努める

ものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
五 相談体制の整備 
 国及び地方公共団体は、義務教育の

段階における普通教育に相当する教育

を十分に受けていない者及びその家族

からの教育及び福祉に関する相談等に

総合的に応ずることができるようにす

るため、関係省庁相互間その他関係機

関、学校及び民間の団体の間の連携の

強化その他必要な体制の整備に努める

ものとすること。 
 
 
第三 不登校児童生徒に対する教育機

会の確保等 
一 学校において安心して普通教育を

受けられるための指導の充実 
 国及び地方公共団体は、全ての学齢

児童又は学齢生徒が豊かな学校生活を

送り、安心して教育を受けられるよう、

学齢児童又は学齢生徒と教職員との信

頼関係及び学齢児童又は学齢生徒相互

の良好な関係の構築を図るため学校に

おいて行われる指導その他の取組を支

援するために必要な措置を講ずるもの

とすること。 
 
二 不登校児童生徒に対する学校にお

 
 
 
 
【修正】 
第三･三･２に

統合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【追加】 
不登校を予防

するための措

置 
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   第四章 個別学習計画 
 （個別学習計画の認定） 
第十二条 相当の期間学校を欠席して

いる学齢児童又は学齢生徒であって

文部科学省令で定める特別の事情を

有するため就学困難なものの保護者

（学校教育法第十六条に規定する保

護者及び児童福祉法（昭和二十二年

法律第百六十四号）第四十八条の規

定により学校教育法に規定する保護

者に準じて、同条の施設に入所中又

は受託中の児童を就学させなければ

ならない者をいう。以下同じ。）は、

文部科学省令で定めるところによ

り、当該学齢児童又は学齢生徒の学

習活動に関する計画（以下「個別学

習計画」という。）を作成し、これを

当該学齢児童又は学齢生徒の居住地

の市町村（特別区を含む。以下同じ。）

の教育委員会に提出して、当該個別

学習計画が適当である旨の認定を受

けることができる。 

ける支援 
１ 国及び地方公共団体は、学校にお

いて不登校児童生徒に対する適切な

支援が組織的かつ継続的に行われる

こととなるよう、不登校児童生徒の

支援の状況に係る情報を教職員、心

理、福祉等に関する専門的な知識を

有する者その他の関係者相互間で共

有することを促進するために必要な

措置を講ずるものとすること。 
２ 国及び地方公共団体は、不登校児

童生徒を対象として、その実態に配

慮した特別の教育課程を編成して教

育を実施するための学校の設置及び

整備並びに当該学校における教育の

充実に努めるものとすること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【追加】 
不登校児童生

徒の支援の状

況を関係者間

で共有するこ

とを促進する

ための措置 
 
 
【追加】 
不登校特例校

の設置等 
 
 
 
 
【削除】 
個別学習計画

に係る規定 
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２ 個別学習計画には、次に掲げる事

項を記載しなければならない。 
一 学齢児童又は学齢生徒及びその

保護者の氏名及び住所並びに当該

学齢児童又は学齢生徒の学習及び

生活の状況に関する事項 
二 学習活動の目標 
三 学習活動の内容及びその実施の

方法に関する事項 
四 当該学齢児童又は学齢生徒の保

護者以外の者が個別学習計画に従

った学習活動に対する支援を行う

場合にあっては、次に掲げる事項 
イ 当該支援を行う者の氏名又は

名称及び住所並びに法人にあっ

ては、その代表者の氏名 
ロ 当該支援の内容及びその実施

の方法に関する事項 
ハ 当該保護者との連携に関する

事項 
五 その他文部科学省令で定める事

項 
３ 市町村の教育委員会は、第一項の

認定の申請があった場合において、

当該申請に係る個別学習計画が次の

各号のいずれにも適合するものであ

ると認めるときは、その認定をする

ものとする。 
一 当該個別学習計画に係る学齢児

童又は学齢生徒が相当の期間学校

を欠席しており、かつ前項第一号

に掲げる事項のうち学習及び生活

の状況に関するものが第一項に規

定する特別の事情に該当するこ

と。 
二 当該個別学習計画に係る学齢児

童又は学齢生徒が学校に在籍しな

いで前項第三号に掲げる事項に従

った学習活動を行うことが適当で
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あると認められること。 
三 前項各号に掲げる事項が基本指

針に照らして適切なものであるこ

と。 
四 前号に定めるもののほか、学校

教育法第二十一条各号に掲げる目

標を踏まえ、当該学齢児童又は学

齢生徒の発達段階及び特性に応じ

て定められていることその他の文

部科学省令で定める基準に適合す

るものであること。 
４ 市町村の教育委員会は、第一項の

認定（第十五条第二項の規定による

認定の取消しを含む。）を行おうとす

るときは、教育学、心理学、児童の

福祉等に関する専門的知識を有する

者の意見を聴くほか、必要に応じ、

相当の期間学校を欠席している学齢

児童又は学齢生徒の学習活動に対す

る支援に係る実務の経験を有する者

の意見を聴くものとする。 
 
 （個別学習計画の変更） 
第十三条 前条第一項の認定を受けた

保護者は、個別学習計画の変更（文

部科学省令で定める軽微な変更を除

く。）をしようとするときは、市町村

の教育委員会の認定を受けなければ

ならない。 
２ 前条第三項及び第四項の規定は、

前項の認定について準用する。 
 
 （支援） 
第十四条 市町村の教育委員会は、個

別学習計画の作成及び当該個別学習

計画に従った学習活動を支援するた

め、学校関係者、第十二条第四項に

規定する専門的知識を有する者、学

習活動に対する支援に係る実務の経
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験を有する者その他の関係者との間

において必要な協力体制を整備する

ものとする。 
２ 市町村の教育委員会は、文部科学

省令で定めるところにより、第十二

条第一項の認定に係る個別学習計画

（前条第一項の規定による変更の認

定があったときは、その変更後のも

の。以下「認定個別学習計画」とい

う。）に係る学齢児童又は学齢生徒の

学習活動の実施の状況及び心身の状

況を継続的に把握するとともに、当

該学齢児童又は学齢生徒及びその保

護者に対し、認定個別学習計画に従

った学習活動に関する必要な助言、

指導その他の支援を行うものとす

る。 
 
 （勧告等） 
第十五条 市町村の教育委員会は、認

定個別学習計画に係る学齢児童又は

学齢生徒の学習活動の適正な実施を

確保するため必要があると認めると

きは、当該学齢児童又は学齢生徒の

保護者に対して、当該学習活動の実

施の方法の改善、当該認定個別学習

計画の変更その他の必要な措置をと

るべきことを勧告することができ

る。 
２ 前項の規定による勧告を受けた保

護者が当該勧告に従い必要な措置を

とらなかったとき又は第十二条第三

項各号のいずれかに適合しなくなっ

たと認めるときは、市町村の教育委

員会は、同条第一項の規定による認

定を取り消すことができる。 
 
 （報告の徴収） 
第十六条 市町村の教育委員会は、第
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十二条第一項の認定を受けた保護者

に対し、認定個別学習計画に従った

学習活動の実施の状況その他必要な

事項について報告を求めることがで

きる。 
 
 （学校教育法等の特例） 
第十七条 第十二条第一項の認定を受

けている保護者は、学校教育法第十

七条第一項若しくは第二項又は児童

福祉法第四十八条の義務を履行して

いるものとみなす。 
 
 （修了の認定） 
第十八条 市町村の教育委員会は、認

定個別学習計画に係る学齢生徒が当

該認定個別学習計画に従った学習活

動の実施により義務教育を修了した

と認めるに当たっては、当該学齢生

徒の学習の状況を総合的に評価し

て、これを行わなければならない。 
２ 市町村の教育委員会は、認定個別

学習計画に従った学習活動の実施に

より義務教育を修了した者には、修

了証書を授与するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
三 不登校児童生徒の学校以外の場に

おける学習活動に対する支援 
１ 国及び地方公共団体は、不登校児

童生徒の学習に対する支援を行う教

育施設の設置及び整備並びに当該教

育施設における教育の充実に努める

ものとすること。 
２ 国及び地方公共団体は、不登校児

童生徒が行う学校以外の場における

学習活動及び当該不登校児童生徒の

心身の状況を継続的に把握するため

に必要な措置を講ずるものとするこ

と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【追加】 
適応指導教室

の設置等 
 
 
【修正】 
学習活動等の

状況の継続的

把握や不登校

児童生徒に対

する学習支援
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   第五章 夜間その他特別な時間

において授業を行う学校における就

学の機会の提供等 
 （就学の機会の提供） 
第十九条 地方公共団体は、学齢期を

経過した者であって、学校における

就学の機会が提供されなかったもの

のうちその機会の提供を希望する者

が多く存在することを踏まえ、夜間

その他特別な時間において授業を行

う学校における就学の機会の提供そ

の他の必要な措置（次条において「就

学機会提供措置」という。）を講ずる

ものとする。 
 
 （協議会）  
第二十条 都道府県及び当該都道府県

の区域内の市町村は、就学機会提供

措置に係る事務についての当該都道

府県及び当該市町村の役割分担に関

する事項の協議並びに当該事務の実

施に係る連絡調整を行うための協議

会（以下この条において「協議会」

という。）を組織することができる。 
２ 協議会は、次に掲げる者をもって

構成する。 
一 都道府県の知事及び教育委員会 

３ 国及び地方公共団体は、不登校児

童生徒が学校以外の場において行う

多様な学習活動の実情及び重要性に

鑑み、その心身の状態、休養の必要

性等に応じて当該学習活動の充実が

図られるよう、不登校児童生徒及び

その保護者の状況に配慮しつつ、こ

れらの者に対する必要な情報の提

供、助言、指導その他の支援を行う

ために必要な措置を講ずるものとす

ること。 
 
第四 夜間その他特別な時間において

授業を行う学校における就学の機会

の提供等 
一 就学の機会の提供等 
 地方公共団体は、学齢期を経過した

者であって学校における就学の機会が

提供されなかったもののうちにその機

会の提供を希望する者が多く存在する

ことを踏まえ、夜間その他特別な時間

において授業を行う学校における就学

の機会の提供その他の必要な措置を講

ずるものとすること。 
 
 
 
二 協議会 
１ 都道府県及びその区域内の市町村

は、就学の機会の提供その他の必要

な措置に係る事務についての都道府

県及び市町村の役割分担に関する事

項の協議等を行うための協議会を組

織することができること。 
 
 
２ 協議会の構成員に関する規定等を

設けること。 
 

のみを規定 
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二 当該都道府県の区域内の市町村の

長及び教育委員会 
三 学齢期を経過した者であって就学

の機会の提供を希望するものに対す

る支援活動を行う民間の団体その他

の当該都道府県及び当該市町村が必

要と認める者 
３ 協議会において協議が調った事項

については、協議会の構成員は、そ

の協議の結果を尊重しなければなら

ない。  
４ 前三項に定めるもののほか、協議

会の運営に関し必要な事項は、協議

会が定める。 
 
 
 
 
 
 
   第六章 雑則 
第二十一条 この法律に定めるものの

ほか、この法律の実施のための手続

その他この法律の施行に関し必要な

事項は、文部科学省令で定める。 
 
   附 則 
 （施行期日） 
第一条 この法律は、平成二十八年十

月一日から施行する。ただし、第四

章及び附則第六条の規定は、平成二

十九年四月一日から施行する。 
 
 （検討） 
第二条 政府は、速やかに、多様な教

育機会の確保のために必要な経済的

支援の在り方について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第五 その他の教育機会の確保に関す

る施策  
一～五 （略） 
※４～６ページに記載 
 
 
 
 
 
 
 
第六 その他 
一 施行期日  
 この法律は、公布の日から施行する

こと。 
 
 
 
二 検討 
１ 政府は、速やかに、教育機会の確

保等のために必要な経済的支援の在

り方について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるもの

とすること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【移動】 
第三章から移

動 
 
 
 
 
 
 
 
 
【修正】 
平成 28 年 10
月 1 日→公布

の日 
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第三条 政府は、この法律の施行後三

年以内に、この法律の施行の状況に

ついて検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるものとす

る。 
 
 
 （経過措置） 
第四条 文部科学大臣は、この法律の

施行前においても、第六条第一項か

ら第三項までの規定の例により、多

様な教育機会の確保に関する施策を

総合的に推進するための基本的な指

針を定めることができる。 
２ 文部科学大臣は、前項の指針を定

めたときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 
３ 第一項の規定により定められた多

様な教育機会の確保に関する施策を

総合的に推進するための基本的な指

針は、この法律の施行の日において

第六条第一項及び第二項の規定によ

り定められた基本指針とみなす。 
 
 （政令への委任） 
第五条 前条に規定するもののほか、

この法律の施行に関し必要な経過措

置は、政令で定める。 
 
 （児童福祉法の一部改正） 
第六条 児童福祉法の一部を次のよう

に改正する。 
  第六条の二の二第四項中「除く」

の下に「。以下この項において「学

校」という」を、「障害児」の下に「そ

の他これに類する障害児」を、「休業

日」の下に「（学校に就学している障

害児に類する障害児にあつては、授

業の終了後又は休業日に準ずるもの

２ 政府は、この法律の施行後三年以

内に、この法律の施行の状況につい

て検討を加え、その結果に基づいて

教育機会の確保の在り方の見直しを

含め必要な措置を講ずるものとする

こと。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

15 
 

として厚生労働省令で定める時）」を

加える。 
  第六条の三第二項及び第十三項中

「就学している児童」の下に「その

他これに類する児童」を加える。 
 


